
�愛媛県告示第１３２３号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第

１１０号。以下「法」という。）第８条第１項の規定に基づく

特定施設の構造等の変更の許可の申請があった。

なお、法第８条第３項において準用する法第５条第３項に

規定する書面は、愛媛県庁及び宇和町役場において告示の日

から３週間公衆の縦覧に供する。

平成１４年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

株式会社セトスイ・フードサービス

松山市安城寺町５６９番地２

代表取締役社長 菊池 一正

２ 事業場の名称及び所在地

株式会社セトスイ・フードサービス 宇和工場

東宇和郡宇和町皆田１３６０番地

３ 特定施設の種類

水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第１８８号）別表第

１第１７号及び第６６号の４

４ 変更しようとする事項の内容

特定施設の使用の方法及び汚水等の処理方法等の変更

５ 特定施設に関する事項

� 豆腐製造プラント

� 弁当仕出屋又は弁当製造業の用に供する厨房施設

６ 汚水等の処理施設に関する事項
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変 更 前 変 更 後

特定施設の１日当たりの使
用時間 ６時間 １２時間

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ９．０～

最大 １０．０～

通常 ７．０～８．０

最大 ７．０～８．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３００

最大 ３５０

通常 ４００

最大 ５００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２００

最大 ２６０

通常 ２５０

最大 ３００

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ４０

最大 ６０

通常 ５０

最大 １００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ９０

最大 １００

通常 ２６０

最大 ２８０

変 更 前 変 更 後

特定施設の１日当たりの使
用時間 ８時間 １６時間

特定施設か
ら排出され
る汚水等の
汚染状態の
値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

通常 ７．０～８．０

最大 ７．０～９．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ７０

最大 ８０

通常 １５０

最大 １７０

変 更 前 変 更 後

処 理 施 設 の 型 式 長時間曝気活性汚
泥法

循環脱窒活性汚泥
法＋凝集沈殿

処 理 施 設 の 主 要 寸 法

縦１１．９メートル
横２０．２メートル
高さ４．５メートル

第１槽
縦１１．９メートル
横２０．２メートル
高さ４．５メート
ル
第２槽
縦２１．５メートル
横１１．５メートル
高さ４．５メート
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７ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び

最大の値並びに汚水等の１日当たりの量

�１排水口

�������
�愛媛県告示第１３２４号
三瓶町土地改良区から認可申請のあった新たな土地改良事

業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・朝立地区）

の施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法

律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条第６

項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１４年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんが

い排水）・朝立地区）計画書の写し

� 三瓶町土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１４年７月２２日から８月１６日まで

３ 縦覧場所

三瓶町役場

�������
�愛媛県告示第１３２５号
三瓶町土地改良区から認可申請のあった新たな土地改良事

業（県単独補助土地改良事業（農道）・龍王池地区）の施行

は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１

９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条第６項の規

定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１４年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（農道）

・龍王池地区）計画書の写し

� 三瓶町土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１４年７月２２日から８月１６日まで

３ 縦覧場所

三瓶町役場

�������
�愛媛県告示第１３２６号
三瓶町土地改良区から認可申請のあった新たな土地改良事

業（県単独補助土地改良事業（農道）・蔵貫村地区）の施行

は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１

９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条第６項の規

定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１４年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（農道）

・蔵貫村地区）計画書の写し

� 三瓶町土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１４年７月２２日から８月１６日まで

３ 縦覧場所

三瓶町役場

�������
�愛媛県告示第１３２７号
三瓶町土地改良区から認可申請のあった新たな土地改良事

業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・皆江地区）

の施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法

律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条第６

項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１４年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんが

い排水）・皆江地区）計画書の写し

� 三瓶町土地改良区定款の写し

ル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり３００立
方メートル

１日当たり５００立
方メートル

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 長時間曝気活性汚
泥法

循環脱窒活性汚泥
法＋凝集沈殿

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
３００
最大
３５０

通常
３０
最大
４０

通常
６００
最大
１，０００

通常
２０
最大
３０

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
４０
最大
６０

通常
１５
最大
２０

通常
１００
最大
３００

通常
１０
最大
２０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常
１０
最大
３０

通常
１
最大
３

通常
１０
最大
３０

通常
１
最大
２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
２５０
最大
３００

通常
２５０
最大
３００

通常
４５０
最大
５００

通常
４５０
最大
５００

汚水等の汚

染状態の値

項 目 変 更 前 変 更 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

通常 ５．８～８．２

最大 ５．８～８．２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３０

最大 ４０

通常 ２０

最大 ３０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３０

最大 ４０

通常 ３０

最大 ４０

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １５

最大 ２０

通常 １０

最大 ２０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 １

最大 ３

通常 １

最大 ２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２５０

最大 ３００

通常 ４５０

最大 ５００

愛 媛 県 報平成１４年７月１９日 第１３７４号
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２ 縦覧期間

平成１４年７月２２日から８月１６日まで

３ 縦覧場所

三瓶町役場

�������
�愛媛県告示第１３２８号
小田町から協議のあった町営土地改良事業（土地改良総合

整備事業・庚申松地区）の計画の変更は、適当と認められる

ので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の３第５

項及び第４８条第９項において準用する同法第８条第６項の規

定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１４年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

町営土地改良事業（土地改良総合整備事業・庚申松地区

）変更計画書の写し

２ 縦覧期間

平成１４年７月２２日から８月１６日まで

３ 縦覧場所

小田町役場

�������
�愛媛県告示第１３２９号
肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第１２条第２項の規定

により、次のとおり肥料登録の有効期間を更新した。

平成１４年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１３３０号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第１項の規定

により、次のように保安林の指定を解除する。

平成１４年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除に係る保安林の所在場所

越智郡岩城村５９４１の３

２ 保安林として指定された目的

公衆の保健

３ 解除の理由

指定理由の消滅

�������
�愛媛県告示第１３３１号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６

年法律第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成１４年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１� 解除予定保安林の所在場所

越智郡岩城村６３９１の２

� 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

� 解除の理由

道路用地とするため

２� 解除予定保安林の所在場所

越智郡岩城村６３９１の２

� 保安林として指定された目的

公衆の保健

� 解除の理由

道路用地とするため

�愛媛県告示第１３３２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局伊予三島土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

登録有
効期限

登録
番号

肥料の
種類

肥料の
名称

保証成
分量
（％）

その他
の規格

生産業者の氏
名又は名称及
び住所

平成１７
年７月
２６日

愛媛県
第１２２９
号

副産石
灰肥料

パール
シェル

アルカ
リ分
４８．０

公定規
格のと
おり

大日本ドロマ
イト鉱業株式
会社
愛媛県東宇和
郡城川町大字
田穂１４５６番地
２

平成１７
年７月
２６日

愛媛県
第１２３０
号

副産石
灰肥料

粒状パ
ールシ
ェル

アルカ
リ分
４８．０

公定規
格のと
おり

大日本ドロマ
イト鉱業株式
会社

愛媛県東宇和
郡城川町大字
田穂１４５６番地
２

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３１９号
宇摩郡新宮村大字上山３３０５番４から

同大字３０４０番１０まで

旧 ６．０～９１．０ ０．５９０

新 １４．０～９１．０ ０．５２０

〃 〃
宇摩郡新宮村大字上山２９４０番４から

同大字２９４６番３まで

旧 ３．８～４５．０ ０．０８５

新 １０．０～４５．０ ０．０７２

〃 〃
宇摩郡新宮村大字新宮２６５番１地先から

同村大字馬立３２番１地先まで

旧 ２６．２～５７．０ ０．２５０

新 ４０．２～６４．５ ０．２５０

��������������
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�愛媛県告示第１３３３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局伊予三島土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３３４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３３５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３３６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３１９号
宇摩郡新宮村大字上山３３０５番４から

同大字３０４０番１０まで
平成１４年７月３１日

〃 〃
宇摩郡新宮村大字上山２９４０番４から

同大字２９４６番３まで
〃

〃 〃
宇摩郡新宮村大字新宮２６５番１地先から

同村大字馬立３２番１地先まで
〃

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 東予玉川線
越智郡朝倉村大字朝倉上甲３０７番７地先から

同大字甲２６７番１３地先まで
平成１４年７月３１日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 櫛生大洲線
喜多郡長浜町大字櫛生乙７８６番８から

同大字乙６６７番４地先まで

旧 ２．０～１２．３ ０．１６５

新 １０．３～２０．０ ０．１５３

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 櫛生大洲線
喜多郡長浜町大字櫛生乙７８６番８から

同大字乙６６７番４地先まで
平成１４年７月１９日
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�公 告

愛媛県介護支援専門員実務研修受講試験の実施につい

て

介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）第３５条の２第

１項に規定する平成１４年度愛媛県介護支援専門員実務研修受

講試験を次のとおり実施する。

平成１４年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 試験の日時

平成１４年１０月２７日（日）午前１０時

２ 試験の場所

次に掲げる場所のうちから、受験者ごとに指定する。

� 松山市文京町４番地２ 松山大学

� 松山市末広町１１番地１ 愛媛県立松山南高等学校

� 松山市久万ノ台１１２番地 愛媛県立松山盲学校

３ 受験申込書の提出期間

平成１４年８月１９日（月）から３０日（金）まで。ただし、

郵送による場合は、同日までの消印のあるものは、受け付

ける。

４ 受験申込書の請求先

� 愛媛県保健福祉部介護保険課

� 各地方局総務福祉部地域福祉課

５ 受験申込書の提出先

〒７９０―８５７０ 松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県保健福祉部介護保険課

電話番号０８９―９４１―２１１１（内線２５６２，２５６３）

�������
�公 告

職業訓練指導員試験の実施について

職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）第３０条の規定

に基づき、職業訓練指導員試験を次のとおり実施する。

平成１４年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 試験を実施する職種

� 学科試験（関連学科及び指導方法）を実施する職種

機械科、洋裁科、和裁科、木工科、冷凍空調機器科、

配管科及び塗装科

� 学科試験（指導方法）を実施する職種

職業能力開発促進法施行規則（昭和４４年労働省令第２４

号）別表第１１に掲げる全職種（�に掲げる職種を除く。
）

２ 試験の実施期日

平成１４年９月２９日（日）午前１０時

３ 試験の実施場所

松山市西垣生町２１８４番地

愛媛職業能力開発促進センター

４ 受験申請書の提出期間

平成１４年８月２日（金）から８月２３日（金）までとする

。ただし、郵送による場合は、同日までの消印のあるもの

は、受け付ける。

５ 受験申請書の提出先

松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県経済労働部労政雇用課

６ 合格発表

平成１４年１０月中旬に愛媛県庁前掲示板に掲示するほか、

合格した者に通知する。

７ その他

� 受験手続の詳細を記載した受験案内及び受験申請書は

、労政雇用課において交付する。

なお、郵送を希望する者は、あて先を明記し、１２０円

分の郵便切手を貼った返信用封筒を同封のうえ、労政雇

用課へ申し込むこと。

� この試験についての問い合わせは、労政雇用課（電話

（０８９）９４１―２１１１内線３２４５）にすること。

�������
�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成１４年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

診断用模擬運転装置の借入れ

� 借入物品名及び数量

診断用模擬運転装置一式（中央制御装置一式、模擬運

転席２０席、教材一式、搬入、据付け、配線、調整等一式

）

� 借入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 借入期間

平成１４年１０月１日から平成１５年３月３１日まで

� 借入場所

愛媛県警察本部交通部運転免許管理課

� 入札方法

入札金額は、１月当たりの借入代金を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金

額に当該金額の５パーセントに相当する額を加算した金

額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数

金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とす

るので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事

業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

契約金額の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載

すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について、平成

１４年度及び平成１５年度の製造の請負等に係る一般競争入札

に参加する資格を有すると認められた業者で、次の事項に

該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の

４の規定に該当しない者であること。

� 借入期間の開始までに確実に納入できる体制が整備さ

れていることを証明した者であること。

� 借入物品に係る保守及び点検の体制が整備されている

ことを証明した者であること。

公 告
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� 開札の日において、知事が行う指名停止の期間中にな

い者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の

交付場所及び問い合わせ先

愛媛県警察本部総務室会計課調度係

〒７９０―８５７３

愛媛県松山市南堀端町２番地２

電話 （０８９）９３４―０１１０ 内線 ２２３１

� 入札書の受領期限

平成１４年８月２８日（水）午後１時３０分

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成１４年８月２８日（水）午後１時３０分

愛媛県警察本部大会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５

条から第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、封印した入

札書に、この公告に示した物品を納入できることを証明

する書類を添付して、入札書の受領期限までに提出しな

ければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められ

た場合は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入

札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入

札書は、無効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した

入札者であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づ

いて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をも

って有効な入札を行ったものを落札者とする。

	 その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary
� Nature and quantity of the product to be
Leased：Diagnostic driving simulator，１set

� Time limit of tender：１：３０p．m．August，２８，
２００２

� For further information，please contact：
Supplies Procurement Section，Finance
Division，Administration Department，Ehime
Prefectural Police Headquarters，２―２
Minamihoribatacho，Matsuyama，Ehime
７９０―８５７３ Japan

TEL０８９―９３４―０１１０ ext ２２３１

�愛媛県教育委員会規則第１３号
県立中学校の設置に伴う関係教育委員会規則の整備に関す

る規則を次のように定める。

平成１４年７月１９日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

県立中学校の設置に伴う関係教育委員会規則の整備に

関する規則

（愛媛県教育委員会事務委任規則の一部改正）

第１条 愛媛県教育委員会事務委任規則（昭和３１年愛媛県教

育委員会規則第７号）の一部を次のように改正する。

第２条第１１号中「高等学校」を「中学校及び高等学校」

に改める。

（学校教育法施行細則の一部改正）

第２条 学校教育法施行細則（昭和３１年愛媛県教育委員会規

則第２０号）の一部を次のように改正する。

第２５条を次のように改める。

（指導要録の様式及び編製）

第２５条 規則第１２条の３第１項の規定により、県立の中学

校の校長が作成する指導要録の様式及び編製については

、別に定める。

２ 規則第１２条の３第２項の規定により、県立の中学校の

校長が作成する指導要録の抄本の様式は、別に定める。

「第３章 中学校」を削り、第２５条の前に次の章名を付

する。

第３章 中学校

第２６条中「中学校」の下に「（県立の中学校を除く。）

」を加える。

第２７条を次のように改める。

（準用条文）

第２７条 第２５条の規定は、県立の高等学校に、これを準用

する。

第２８条中「第１１条又は第１２条第２項」を「第１１条第１項

、第１１条の２、第１１条の３、第１２条第２項又は第１２条の２

第２項」に改める。

第２９条及び第３０条中「第２７条」を「第２５条」に改める。

「

様式第６号中「第１１条（第１２条第２項）」を （昭和２８

（第１１条 第 １ 項）

（第 １１ 条 の ２）

年政令第３４０号）（第 １１ 条 の ３） に改め、同様式

（第１２条 第 ２ 項）

（第１２条の２第２項）」

注中「令」を「学校教育法施行令」に改め、同様式注を同

様式注２とし、同様式注２の前に次のように加える。

１ 不要の文字は、抹消すること。

教育委員会規則
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（愛媛県県立学校管理規則の一部改正）

第３条 愛媛県県立学校管理規則（昭和３１年愛媛県教育委員

会規則第２１号）の一部を次のように改正する。

題名の次に次の目次を付する。

目次

第１章 総則（第１条・第２条）

第２章 中学校及び高等学校

第１節 設置及び通学区域（第３条・第３条の２）

第２節 学年、学期及び休業日（第４条－第９条）

第３節 教育活動（第１０条－第１３条）

第４節 教材（第１４条－第１８条）

第５節 教職員（第１９条－第３０条）

第６節 教育財産及び物品の管理（第３１条－第４１条）

第７節 中学校における入学、転学、退学等（第４１条

の２－第４１条の６）

第８節 高等学校における入学、転学、留学、休学、

退学等（第４２条－第４８条の２）

第９節 通信教育（第４９条）

第１０節 職員会議（第４９条の２）

第１１節 学校評議員（第４９条の３）

第３章 特殊学校（第５０条－第５７条）

第４章 補則（第５８条）

附則

「第２章 高等学校」を「第２章 中学校及び高等学校

」に改める。

第２章中第９節を第１１節とし、第８節を第１０節とし、第

７節を第９節とする。

「第６節 入学、退学、転学、留学及び休学等」を「第

８節 高等学校における入学、転学、留学、休学、退学等

」に改める。

第４２条の見出しを「（高等学校の入学及び編入学）」に

改め、同条第１項中「学校」を「高等学校」に、「教育法

」を「学校教育法」に、「もの」を「者」に改め、同条第

２項中「もの」を「者」に改める。

第４４条の見出し及び同条第１項中「入学」を「高等学校

の入学」に改め、同条第２項中「入学者」を「高等学校の

入学者」に改める。

第４５条中「転学」を「高等学校に転学」に改める。

第４６条中「学校」を「高等学校」に改める。

第４７条第１項中「生徒」を「高等学校の生徒」に改める

。

第４８条の２中「学校」を「高等学校」に改める。

第２章中第５節を第６節とし、同節の次に次の１節を加

える。

第７節 中学校における入学、転学、退学等

（中学校の入学及び編入学）

第４１条の２ 中学校に入学することのできる者は、小学校

又はこれに準ずる学校を卒業した者とする。

２ 第１学年の途中又は第２学年以上に入学することので

きる者は、相当年齢に達し、当該学年に在学する生徒と

同等以上の学力があると校長が認めた者とする。

（中学校の入学の許可）

第４１条の３ 中学校の入学は、別に定めるところにより行

う入学者の選考に基づいて、校長が許可する。

２ 前項の選考に係る志願手続については、別に定める。

（転学及び退学）

第４１条の４ 中学校に在学する生徒が転学を希望するとき

は、校長は、その生徒の在学証明書及び指導要録写しを

転学先の校長に送付しなければならない。

２ 中学校に転学を希望する生徒のあるときは、校長は、

教育上支障のない場合には、転学を許可することができ

る。

３ 校長は転学を許可した場合には、その生徒の従前在学

していた中学校の校長に、その旨を通知しなければなら

ない。

４ 中学校の全課程を修了する前に退学したときは、施行

令第１０条の定めるところによる。

（出席不良等の通知）

第４１条の５ 中学校の校長は、施行令第２０条に規定する学

齢生徒があるときには、速やかに、同条の規定による通

知を市町村の教育委員会にしなければならない。

（全課程修了者の通知）

第４１条の６ 中学校の校長は、毎学年の終了後、速やかに

、施行令第２２条の規定による通知を市町村の教育委員会

にしなければならない。

第２０条中「（昭和２２年法律第２６号）（以下「教育法」と

いう。）」を削り、「基き」を「基づき」に改める。

第２章中第４節を第５節とし、第３節を第４節とする。

第１０条の次に次の１条を加える。

（併設型中学校及び併設型高等学校における教育課程の

編成）

第１０条の２ 次の表の左欄に掲げる中学校及びそれぞれ同

表の右欄に掲げる高等学校においては、学校教育法（昭

和２２年法律第２６号）第５１条の１０の規定に基づき、中学校

における教育と高等学校における教育を一貫して施すも

のとする。

今治東中学校 今治東高等学校

松山西中学校 松山西高等学校

宇和島南中学校 宇和島南高等学校

２ 前項の表の左欄に掲げる中学校及びそれぞれ同表の右

欄に掲げる高等学校における教育課程を編成するときは

、あらかじめ当該中学校及び当該高等学校が協議するも

のとする。

第２章第２節を同章第３節とする。

第４条中「学校の」を「高等学校の」に改め、「学校教

育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）（以下「施行規

則」という。）」を「施行規則」に改め、同条を同条第２

項とし、同項の前に次の１項を加える。

中学校の学年は、学校教育法施行規則（昭和２２年文部

省令第１１号。以下「施行規則」という。）第５５条の定め

るところによる。

第９条中「第６５条」を「第５５条又は第６５条」に、「すみ

やかに」を「速やかに」に、「取ろうとする」を「執ろう

とする」に改める。

第２章第１節を同章第２節とする。
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第２章中第３条の前に次の節名を付する。

第１節 設置及び通学区域

第３条中「（以下「学校」という。）」を削り、同条を

同条第２項とし、同項の前に次の１項を加える。

中学校の修業年限及び生徒定員等は、別に定めるとこ

ろによる。

第３条の２中「学校」を「中学校及び高等学校（以下「

学校」という。）」に改める。

第５３条の見出し中「転学、」を削り、同条第１項を削り

、同条第２項を同条とする。

第５４条を次のように改める。

第５４条 削除

第５７条第１項中「第１１条まで」を「第１０条まで、第１１条

」に、「第４９条の３まで」を「第４９条の３」に改め、同条

第２項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加

える。

２ 第４１条の４第１項、第４１条の５及び第４１条の６の規定

は、特殊学校の小学部又は中学部に、これを準用する。

（愛媛県県立学校学則の一部改正）

第４条 愛媛県県立学校学則（昭和３３年愛媛県教育委員会規

則第６号）の一部を次のように改正する。

第８条中「管理規則」の下に、「第４１条の３及び第４１条

の４、」を加え、「、第５５条」を「並びに第５５条」に、「

第５７条第２項」を「第５７条第３項」に改める。

第１４条の３を同条第２項とし、同項の前に次の１項を加

える。

中学校については、第１２条（休学に係る部分に限る。

）、第１３条及び第１４条の規定は適用しない。

様式第１号を次のように改める。
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様式第１号（第６条関係）

様式第１号（その１） 中学校

第 号 割

印

卒 業 証 書

校 印

氏 名

生 年 月 日

中 学 校 の 課 程 を 修 了 し た こ と を 証 す る

年 月 日

学校長氏名 印

様式第１号（その２） 高等学校

第 号 割

印

卒 業 証 書

校 印

氏 名

生 年 月 日

本 校 の 科 の 課 程 を 修 了 し た こ と を 証 す る

年 月 日

学校長氏名 印

様式第１号（その３） 専攻科及び別科

第 号 割

印

卒 業 証 書

校 印

氏 名

生 年 月 日

本 校 の 科（ ） の 課 程 を 修 了 し た こ と を 証 す る

年 月 日

学校長氏名 印
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（愛媛県県立学校の課程、修業年限、学科及び生徒定員等

に関する規則の一部改正）

第５条 愛媛県県立学校の課程、修業年限、学科及び生徒定

員等に関する規則（昭和３９年愛媛県教育委員会規則第７号

）の一部を次のように改正する。

第３条中「別表第４」を「別表第５」に改め、同条を第

４条とする。

第２条中「別表第１の１」を「別表第２の１」に、「別

表第１の２」を「別表第２の２」に、「別表第２」を「別

表第３」に、「別表第３」を「別表第４」に改め、同条を

第３条とし、第１条の次に次の１条を加える。

（中学校）

第２条 中学校の修業年限及び生徒定員等に関しては、別

表第１に掲げるとおりとする。

別表第４中「第３条」を「第４条」に改め、同表を別表

第５とする。

別表第３中「別表第３」を「別表第３（第３条関係）」

に改め、同表を別表第４とする。

別表第２中「別表第２」を「別表第２（第３条関係）」

に改め、同表を別表第３とする。

別表第１の２中「第２条」を「第３条」に改め、同表を

別表第２の２とする。

別表第１の１中「第２条」を「第３条」に改め、同表を

別表第２の１とし、同表の前に次の１表を加える。

別表第１（第２条関係）

学 校 名 修業年限 生徒定員

今治東中学校 ３年 ４８０

松山西中学校 ３年 ４８０

宇和島南中学校 ３年 ４８０

備考 第１学年の入学定員は、生徒定員を修業年限で除

して得た数とする。

（愛媛県教科書採択委員会規則の一部改正）

第６条 愛媛県教科書採択委員会規則（昭和４１年愛媛県教育

委員会規則第４号）の一部を次のように改正する。

第１条中「盲学校」を「中学校並びに盲学校」に改める

。

（愛媛県教育委員会事務局組織規則の一部改正）

第７条 愛媛県教育委員会事務局組織規則（平成元年愛媛県

教育委員会規則第５号）の一部を次のように改正する。

第３条の表義務教育課の項第１号中「小、中学校」の下

に「（県立中学校を除く。以下この項において同じ。）」

を加え、同項第２号中「小、中学校教職員」の下に「（県

立中学校教職員を除く。以下この項において同じ。）」を

加え、同表高校教育課の項第７号中「公立高等学校」を「

県立学校（特殊学校を除く。次号及び第１３号から第１５号ま

でにおいて同じ。）」に改め、同項第８号中「（特殊学校

を除く。第１２号から第１４号までにおいて同じ。）」を削り

、同項中第１７号を第１８号とし、第９号から第１６号までを１

号ずつ繰り下げ、第８号の次に次の１号を加える。


 県立中学校入学者選考及び募集定員に関すること。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、次の各号

に掲げる規定は、当該各号に掲げる日から施行する。

� 第２条中学校教育法施行細則第２８条及び様式第６号の

改正規定 平成１４年９月１日

� 第３条中愛媛県県立学校管理規則第２章中第６節の次

に１節を加える改正規定（同規則第４１条の２第２項及び

第４１条の４から第４１条の６までに係る部分に限る。）、

同規則第１０条の次に１条を加える改正規定並びに同規則

第９条、第５３条、第５４条及び第５７条の改正規定並びに第

４条の規定 平成１５年４月１日

（中学校の教育課程編成に関する経過措置）

２ 次の表の左欄に掲げる中学校における平成１５年度の教育

課程については、愛媛県県立学校管理規則第１０条の規定に

かかわらず、それぞれ同表の右欄に掲げる高等学校の校長

が編成するものとする。

今治東中学校 今治東高等学校

松山西中学校 松山西高等学校

宇和島南中学校 宇和島南高等学校

（愛媛県県立学校の課程、修業年限、学科及び生徒定員等

に関する規則の一部を改正する規則の一部改正）

３ 愛媛県県立学校の課程、修業年限、学科及び生徒定員等

に関する規則の一部を改正する規則（平成１３年愛媛県教育

委員会規則第７号）の一部を次のように改正する。

附則第２項及び第３項中「別表第１の１」を「別表第２

の１」に改める。

附則第４項中「別表第４」を「別表第５」に改める。

�������
�愛媛県教育委員会規則第１４号
愛媛県県立中学校の通学区域に関する規則を次のように定

める。

平成１４年７月１９日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県県立中学校の通学区域に関する規則

（趣旨）

第１条 愛媛県県立中学校（以下「中学校」という。）の通

学区域に関しては、この規則の定めるところによる。

（通学区域の指定）

第２条 中学校の通学区域は、別表のとおりとする。

第３条 通学区域は、生徒の保護者（親権を行う者、親権を

行う者のないときは、後見人をいう。）の住所によるもの

とする。

（通学区域の指定の特例）

第４条 第２条の規定にかかわらず、募集する定員の１００分

の５を超えない範囲内においては、通学区域によらないこ

とができる。ただし、志願者の数が募集する定員に満たな

いときは、１００分の５を超えることができる。

第５条 県外から中学校に入学を志願する者があるときは、

当該中学校の校長は、教育長の承認を得て許可することが

できる。

（委任）

第６条 この規則の施行に関し必要な事項は、教育長が別に
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定める。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

別表（第２条関係）

地区 中学校名 通学区域

東予

地区

今治東 川之江市、伊予三島市、宇摩郡、新

居浜市、西条市、東予市、周桑郡、

今治市、越智郡、北条市

中予

地区

松山西 松山市、伊予市、北条市、温泉郡、

伊予郡、上浮穴郡、大洲市、喜多郡

、越智郡菊間町

南予

地区

宇和島南 大洲市、喜多郡、八幡浜市、西宇和

郡、東宇和郡、宇和島市、北宇和郡

、南宇和郡

�愛媛県教育委員会訓令第１号
教育委員会事務局

県 立 学 校

愛媛県教育委員会事務局教育事務所処務規程及び愛媛県県

立学校教育課程基準の一部を改正する訓令を次のように定め

る。

平成１４年７月１９日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県教育委員会事務局教育事務所処務規程及び愛媛

県県立学校教育課程基準の一部を改正する訓令

（愛媛県教育委員会事務局教育事務所処務規程の一部改正

）

第１条 愛媛県教育委員会事務局教育事務所処務規程（昭和

３２年２月愛媛県教育委員会訓令第２号）の一部を次のよう

に改正する。

第１条第２項の表総務課の項第９号中「小、中学校」の

下に「（県立中学校を除く。）」を加え、同表教職員課の

項第１号中「小、中学校教職員」の下に「（県立中学校教

職員を除く。以下同じ。）」を加える。

（愛媛県県立学校教育課程基準の一部改正）

第２条 愛媛県県立学校教育課程基準（昭和４８年３月愛媛県

教育委員会訓令第２号）の一部を次のように改正する。

第２条中「学校教育法施行規則」を「施行規則」に改め

、同条を第３条とする。

第１条第１項中「学校教育法施行規則（昭和２２年文部省

令第１１号）」を「施行規則」に改め、同条を第２条とし、

同条の前に次の１条を加える。

（中学校）

第１条 中学校の教育課程については、学校教育法施行規

則（昭和２２年文部省令第１１号。以下「施行規則」という

。）第５４条の２の規定に基づく中学校学習指導要領（平

成１０年１２月文部省告示第１７６号）及び施行規則第６５条の

１１第１項の規定に基づく中等教育学校並びに併設型中学

校及び併設型高等学校の教育課程の基準の特例を定める

件（平成１０年１１月文部省告示第１５４号）によらなければ

ならない。

別表第１中「第１条」を「第２条」に改める。

別表第２中「第２条」を「第３条」に改める。

附 則

１ この訓令は、公布の日から施行する。ただし、第２条の

規定は、平成１５年４月１日から施行する。

２ 愛媛県県立学校教育課程基準の一部を改正する訓令（平

成１３年１０月愛媛県教育委員会訓令第４号）の一部を次のよ

うに改正する。

第１条の改正規定中「第１条」を「第２条」に改める。

第２条の改正規定中「第２条」を「第３条」に改める。

附則を附則第１項とし、附則に次の１項を加える。

２ 改正後の愛媛県県立学校教育課程基準別表第１又は別

表第２の規定は、この訓令の施行の日以降に高等学校又
ろう

は盲学校、聾学校若しくは肢体不自由者を教育する養護

学校の高等部（以下「高等部」という。）に入学する生

徒に係る専門教育に関する教科及び当該教科に属する科

目並びに当該科目の標準単位数（以下「教科等」という

。）又は専門教育に関する教科に属する科目及び当該科

目の標準単位数若しくは標準年間授業時数（以下「科目

等」という。）について適用し、同日前に高等学校又は

高等部に入学した生徒に係る教科等又は科目等について

は、なお従前の例による。

教育委員会訓令
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